
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Tax Analysis 
 

租税関係の立法化——「中華人
⺠共和国増値税法（意⾒募集
稿）」に関する概要分析 
 
2019年 11月 27日、財政部と国家税務総局は「中華⼈⺠共和国増値税法（意⾒募
集稿）」1（以下「意見募集稿」 ）を公布し、2019年 12月 26日を締切日として、パブリ
ックコメント（意見公募手続）を実施した。 
 
租税法律主義に基づく法整備への取り組みとして、今回の「意見募集稿」を用いたパブリッ
クコメント及び関連の立法手続きにより、1993年に公布された「中華⼈⺠共和国増値税
暫定条例」（以下「暫定条例」）の立法化が行われる。立法化を通じて、増値税の課税
範囲・課税ベース・減免税措置・納税義務の発生時点・課税期間・申告場所・徴収管理
などの税収要素の明確化、法律としての機能の向上がもたらされる。現行の「暫定条例」と
比べて、「意見募集稿」では、規範性文書によって定められた内容の一部が採用されると同
時に、現状に応じた一部の条項が追加された。今回の Tax Analysisでは、「意見募集稿」
における現行政策に対する重要な調整について、その影響の考察を行う。 
 
「意見募集稿」のキーポイント 
 
1. 納税者と源泉徴収義務者 
 
納税者の定義における「課税最低限」の導入 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「国内で増値税課税行為を行い、かつ売上高が増値税の課税最低限に達する組織単位
及び個人、並びに輸入物品の荷受人は増値税の納税者である。増値税の課税最低限は
「1四半期につき 30万⼈⺠元」である。 
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Tax 
Issue P305/2019 – 2019年 12月 2日 
日本語翻訳版 

mailto:sachin@deloitte.com.hk
mailto:ligao@deloitte.com.cn
mailto:charlesgong@deloitte.com.cn
mailto:szheng@deloitte.com.cn
mailto:sotian@deloitte.com.cn
http://www.chinatax.gov.cn/chinatax/n810356/n810961/c5140207/content.html


 
売上高が増値税の課税最低限に達していない組織単位及び個人は、本法の定める納税
者に該当しない。ただし、売上高が増値税の課税最低限に達していない組織単位及び個
人は、本法の規定に従い増値税を納付することを選択することができる。」 
 
「暫定条例」において、増値税の納税者は「中国国内で増値税課税行為を行った組織単
位及び個人」に定義されるが、「意見募集稿」では、増値税の納税者の定義に「（課税取
引の）売上高が課税最低限（1四半期につき 30万⼈⺠元）に達する」との条件が追加
されている。従って規定上、「意見募集稿」の定義する増値税の納税者は、より狭義とな
る。現行の規定では、1四半期における売上高が 30万⼈⺠元に達していない⼩規模納税
者は減免税措置を享受できるため、「意見募集稿」における増値税の納税者に対する定義
の調整による増値税納税義務への実質的な変化は生じない可能性がある。また「暫定条
例」にも「課税最低限」に関する規定は存在するが、実務上は一般的に「省レベルの財政行
政機関が国家の許可する範囲内で課税最低限を定め、かつ個人にのみ適用」される。一
方、「意見募集稿」における「課税最低限」は全ての組織単位及び個人に適用されるため、
実務上の取り扱いが異なる。 
 
上述の納税者の定義に関する調整については、更なる明確化が待たれる事項が存在する。
その一例として、国外の組織単位及び個人に対する課税最低限の管理方法・課税最低
限未満に該当し、かつ増値税を納付しない選択をした組織単位及び個人に対する増値税
発票の発行の可否・税務機関が組織単位及び個人の売上高に係る課税最低限に関する
判断材料となる売上高のモニタリングを行う場合において具体的に採用される措置方法な
どが挙げられる。 
 
「国内の代理人」を源泉徴収義務者とする規定の削除 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「（国外の）組織単位及び個人が国内で課税取引を行う場合、購入側を源泉徴収義務
者とする。国務院が別途規定する場合、その規定に従う。」 
 
「暫定条例」では、国外の組織単位及び個人が国内で課税行為を行った場合において、国
内に経営機構を設けていないときは、その国内の代理人を源泉徴収義務者とすることが規
定されている。国内に代理人がいない場合、購入側を源泉徴収義務者とする。「意見募集
稿」において、「国内の代理人」を源泉徴収義務者とする規定は削除され、「国務院による
別途の規定を除き、購入側を源泉徴収義務者とする」旨が規定された。今回の調整は、
源泉徴収義務者の認定ルールを簡素化するものであり、税務コンプライアンスコストの低減に
寄与するものと考えられる。 
 
2. 課税範囲 
 
課税範囲に関する分類の調整 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「物品、サービス、無形資産、不動産と金融商品の販売を課税行為という。」 
 
「暫定条例」では、増値税課税行為は、物品の販売、加工・修理・組立修理役務の提
供、サービスの販売、無形資産の販売、不動産の販売、及び物品の輸入に分類されてい
る。「意見募集稿」において、増値税の課税範囲は、課税取引、物品輸入の 2種類に分
類され、かつその中の課税取引の詳細に対する調整が行われた。「加工・修理・組立修理
役務」はサービスの性質を有するため「サービスの販売」に統合され、「金融商品の販売」は
「サービスの販売」と比べてその性質上の差異が存在するため、「サービスの販売」とは区別さ
れた。 
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サービス、無形資産と金融商品の販売に関する「中国国内発生」の判定ルールの調整 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
“本法第 1条にいう国内で発生する課税行為とは 
…… 
（二）サービス、無形資産（自然資源の使用権を除く）を販売する取引の場合、販売側が国内の組織単位及び個人であり、又はサ
ービス、無形資産が国内で消費されること。 
…… 
（四）金融商品を販売する取引の場合、販売側が国内の組織単位及び個人であり、又は金融商品が国内で発行されること。” 

 
「中国国内で発生する課税取引」のみ、中国における増値税の納税義務が生じる可能性があるため、増値税の納税義務に関する分析
は、「当該課税取引が中国国内で発生するものであるか否か」の判断がそのスタート地点となることが想定される。「暫行条例」及びその
関連文書の規定により、サービス・無形資産・金融商品の販売取引が中国国内において発生したものであるか否かを判断する際に、通
常、販売側または購入側の所在地が、中国国内にあるか否かに基づき判断するよう規定されていた。「意見募集稿」においては、購入側
の所在地は考慮せず、販売側が中国国内の企業・個人であるか否か、又はサービスの消費地（金融商品の発行地）が中国国内であ
るか否かに基づき判断するよう改正された。 
 
上述の調整により、一部の課税取引に係る増値税の処理に変化が生じる可能性がある。実務上、各種サービスの消費地を判断する際
に、サービスの性質と事業アレンジは差異が生じるため、一定の簡便化された基準による判断は難しく、状況によっては争議を引き起こすこ
とが想定される。 
 
「みなし課税取引」に関する規定の簡素化 
 
「意見募集稿」において、下記の通り規定されている。 
 
「下記に該当する場合、課税取引と見なし、本法に従って増値税を納付しなければならない。 
（一）組織単位及び自営業者が自ら生産した又は委託加工した物品を集団福利厚生又は個人消費に用いる取引 
（二）組織単位及び自営業者が無償で物品（公共事業に用いられるものを除く）を贈る取引 
（三）組織単位及び自営業者が無償で無形資産、不動産又は金融商品（公共事業に用いられるものを除く）を贈る取引 
（四）中国国務院財政、税務所轄部門による別途規定」 
 
上述のみなし課税取引規定は、適用例を限定列挙する形を採用しているが、その内容は「暫行条例」における「みなし販売規定」を踏襲
する上で、現行政策により販売とみなされる一部の状況を削除した。 
 
物品に関わるみなし課税取引規定について、現行政策では適用対象とされる販売代行・非独立採算機関の間における販売目的の地
域を跨ぐ物品運送・物品を投資又は配分に用いる行為などは、みなし課税取引規定の適用対象から除外された。これは、一部の行為
に「課税取引」の定義に関する通常の規定が適用可能となった（例：物品を投資に用いる行為は、物品の有償販売の一種とされ、そ
の対価は現金ではなく企業の株式である）ため、みなし課税取引規定を設ける必要性がなくなったことを鑑みた上での調整であると考え
られる。 
 
また、現行政策において、サービスの無償提供や無形資産又は不動産の無償譲渡に該当した場合において、公共事業に用いられる場
合又は社会大衆をその対象とするときは、みなし販売規定は適用されない。「意見募集稿」では、「公共事業に用いられる物品の無償
贈呈」はみなし課税取引規定の例外事項として追加されている。この追加調整は、公共事業向けの寄付に係る税負担の軽減に有効で
あると考えられる。ただし、この規定は「公共事業に用いられる物品の無償贈呈は課税取引とはみなされない」ことを定めるものであるが、
仕入税額控除の観点から、当該物品の購入または製造に係る仕入税額の控除が可能か否かについては、言及されていない。 
 
留意点として、「意見募集稿」において、現行政策にある「サービスの無償提供に適用されるみなし販売規定」は除外されていることが挙げ
られる。徴収管理実務において、サービス取引は物理的実態を伴わない性質上、当局にとって監督管理が難しく、納税者にとってコンプラ
イアンスの確保に不利であるという問題が存在する。従って、今回の調整は、サービス業における「みなし課税取引」に関する争議の減少に
寄与することが期待される。 
 
「非課税取引」の列挙 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 



「下記の項目は非課税取引と見なし、増値税を徴収しない。 
（一）従業員が雇用企業又は雇用者に提供する「賃金給与を取得するためのサービス」 
（二）行政機関が徴収する行政事務に関する費用、政府運用資金 
（三）土地収用による補償 
（四）預金による金利収入 
（五）中国国務院財政、税務所轄部門による別途規定」 
 
「意見募集稿」において、現行政策における一部の「非経営活動」「増値税を徴収しない項目」は「非課税取引」に統合されている。その
内、「土地収用による補償」は、今回の「意見募集稿」の新規追加項目であり、市政府の土地収用による立ち退き補償金に係る納税
者の税負担の軽減に寄与するものと考えられる。ただし、「土地収用」の具体的な範囲及び関連の徴収管理規定については、更なる明
確化が待たれる。 
 
なお、現行規定における「増値税を徴収しない項目」の全てが、「非課税取引」として「意見募集稿」に踏襲されてはいない。これについて
は、今後、財政・税務関係の政府機関から追加の政策が公布される可能性が想定される。 
 

3. 税率及び徴収率 
 
「意見募集稿」において、現行規定の 3段階税率構造（13%・9%・6%）と 3%の徴収率は踏襲されており、政府が税制改革の方向
性の 1つとして掲げた税率構造の（3段階から 2段階への）簡素化は、今回の「意見募集稿」には反映されていない。 
 
加工・修理・組立修理役務の提供は課税対象項目の分類上、「サービスの販売」に統合されているものの、その適用税率も「6%（大部
分の販売サービスの適用税率）に引き下げられる」との予測に反し、一般的な物品販売と同様、13%税率が適用される。 
 
「増値税改革」の関連規定によれば、条件を満たす不動産の販売、又は条件を満たす不動産のリースサービスの提供を行う場合、5%徴
収率の適用が選択可能となる。この規定は「意見募集稿」には踏襲されていないが、経過措置として、引き続き 5年間適用される（後
述の「経過措置」を参照のこと）可能性が想定される。 
 
4. 納付すべき税額 
 
「売上高」の定義の調整 
 
「意見募集稿」において、以下の通り規定されている。 
 
「売上高とは、納税者が課税取引を行う際に取得した関連の対価である。全ての貨幣または非貨幣形式の経済利益を含むが、一般課
税方式に基づき計算された売上税額と簡易課税方式に基づき計算された納付すべき税額は含まれない。収入から一定の控除項目を
減算した差額を売上高として増値税を計算する方式（差額徴収方式）の適用について国務院が定めた場合、その規定に従う」 
 
「暫定条例」において、「売上高」は「代金」と「価格外費用」に分けられたが、「意見募集稿」における上述の定義は、取引の実質に対す
る考察に着目し、「納税者の取得する対価は現金のほか、非貨幣形式の経済的利益も含む可能性がある」と強調した。従来の売上高
の定義に比べ、上述の定義は、取引方式の複雑化という実態により適応するものとなっている。しかし、物理的実態を伴わないサービス取
引と無形資産取引が、増値税の課税範囲に組み入れられた後、「非貨幣形式の経済利益」の判定及びその計測について、その問題の
発生が懸念される。その一例として、複数の当事者が独自のリソースを提供し合う形で共同経営を展開する場合に、それらが当事者間
の経済利益の交換に該当するものとして、全ての当事者に増値税の納税義務が生じると判断されるか否か、また、納税義務が生じると
判断された場合の各当事者間における課税売上高の配分方法などの問題が挙げられる。 
 
みなし課税取引の売上高確定ルールの調整 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「みなし課税取引及び売上高が非貨幣形式である取引については、市場の公正価格に基づいて売上高を確定する。」 
 
現行規定におけるみなし販売行為（「意見募集稿」における「みなし課税取引」と類似する概念）は、その売上高が貨幣形式ではない
場合も多いため、売上高を算定するための特別規定が必要となる。現行規定では、通常、同種取引の直近の平均販売価格、または課
税標準構成価格に基づき売上高を確定するよう規定されている。一方、「意見募集稿」では、「市場公正価格」に基づき確定するよう規
定されている。この規定は、企業所得税法と企業会計基準における「公正価値」の概念に類似するが、徴収管理上、物品またはサービス



の「市場公正価格」の確定には困難（例：特定の物品に関する市場における比較可能な価格情報の採用）が伴うと考えられる。具
体的な実施細則については、更なる明確化が待たれる。 
 
金融商品の購入にかかる仕入税額に関する規定の導入 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「仕入税額とは、納税者の購入した課税取引に関する物品、サービス、無形資産、不動産及び金融商品について支払うまたは負担する
増値税である。」 
 
「意見募集稿」では、金融商品を 1つの課税対象項目として列挙されており、法律の完全性の確保の観点から、仕入税額の定義に際
しても「金融商品を購入して支払うまたは負担する増値税」が 1つの対象項目として定められた。しかしながら現行規定では、金融商品
の販売に差額徴収方式が適用されており、「金融商品の購入について支払うまたは負担する増値税」の算定は行われないこととされてい
る。この調整は、将来において金融商品の販売に一般課税方式（売上税額から仕入税額を差し引いた後の残額を納付すべき税額と
する方式）の適用が選択肢となる可能性があることを意味する。これは、納税者にとって注目に値する事項であると考えられる。 
 
未控除仕入税額期末残高の還付に関する規定の明確化 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「当期の仕入税額が当期の売上税額を上回る場合、差額は次期に繰り越され、引き続き控除に用いることができる。または還付を実施
する。具体的な方法は、国務院の財政、税務所轄部門が定める。」 
 
中国では、増値税未控除仕入税額期末残高の還付制度が既に確立・実施されており、「意見募集稿」は関連規定を上述の条文とし
て明文化すると同時に、具体的な税金還付方法を定める権限を国務院の財政・税務所轄部門に付与した。 
 
「控除してはならない未控除仕入税額期末残高」に関する規定の整備 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「以下の仕入税額は売上税額から控除してはならない。 
（一）簡易課税方式を適用する課税対象項目、増値税免税項目、集団福利・個人消費に用いる物品・サービス・無形資産・不動
産・金融商品の購入に係る仕入税額。その内、関連する固定資産、無形資産及び不動産は、上記項目にのみ用いられる固定資産、
無形資産及び不動産を指す。 
（二）非正常損失に係る仕入税額 
（三）直接消費に用いられる飲食サービス・大衆日常サービス・娯楽サービスの購入に係るに仕入税額 
（四）貸付サービスの購入に係る仕入税額 
（五）国務院の規定するその他の仕入税額」 
 
「控除してはならない未控除仕入税額期末残高」について、「意見募集稿」では「暫定条例」及びその関連文書と基本的に一致する内
容が採用された上で、具体的な記述の整備と改善を行った。その内、「飲食サービス・大衆日常サービス・娯楽サービスの購入」に対して、
「直接消費に用いられる」との制限条件を追加し、規定上、「控除してはならない未控除仕入税額期末残高」の範囲が狭められた。これ
は、実務において一部の納税者（例：飲食の配達などのサービスに従事する納税者など）が直接消費ではなく、課税取引を行うために
上述のサービスを購入するケースが存在することがその背景として想定される。つまり、現行規定を規定の文面通りに適用した場合、それら
の納税者の税負担を不当に増加させる可能性があることを配慮した上で当該調整が行われたものと考えられる。また、企業から懸念され
ている貸付金利の支払に係る仕入税額控除の可否については、「意見募集稿」では現行規定が踏襲されており、貸付サービスの購入に
係る仕入税額は、依然として控除できない。 
 
関税課税価格にサービス貿易の対価が含まれないことの明確化 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「納税者が物品を輸入する場合には、課税標準構成価格と本法に規定する税率により納付税額を計算する。課税標準構成価格及び
納付税額の計算式は、次のとおりである。 
課税標準構成価格=関税課税価格+関税+消費税 
納付税額=課税標準構成価格×税率 



関税課税価格にサービス貿易の対価は含まれない。」 
 
上述の条項により、輸入物品の関税課税価格にサービス貿易の対価は含まれないことが初めて明文化された。この条項は、「1つの対価
に対して、物品輸入とサービス貿易の両方において増値税を徴収すべきではない」と定めることで、二重課税の回避を図るものであると考
えられる。ロイヤルティの海外送金を例に挙げる場合、現行規定により、物品輸入の段階で、中国税関は課税価格査定の関連規定に
基づき、ロイヤルティを輸入物品の関税課税価格に算入して輸入関税と増値税を徴収する可能性があり、更に税務当局が当該ロイヤ
ルティをサービス貿易の対価と認定し、2回目の増値税を徴収する可能性がある。上述の条項は二重課税の回避との意図を明確に表し
たが、税関と税務当局は異なる組織であるため、両者の業務連携が不十分である場合、1つの対価に対して、物品貿易に分類されるも
のか、サービス貿易に分類されるものかについて、異なる認識を持つ可能性が想定される。 
 
混合販売の取り扱いに関する規定の明確化 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「納税者による一つの課税取引が複数の税率または徴収率に関わる場合、主要課税行為に適用される税率または徴収率を適用す
る。」 
 
実務において、1つの課税取引に複数種類の課税行為が内包されており、かつそれらの課税行為にそれぞれ異なる税率または徴収率が
適用される可能性がある（注：このような課税取引を「混合販売」と総称する）。現行規定により、混合販売に適用される税率または
徴収率は、納税者が従事する業務の中の主要業務に準拠して確定される。その一例として、物品とサービスを同時に取り扱い、かつ物品
の生産と販売とを主要業務とする納税者が、混合販売を行った場合、物品販売の増値税税率が適用されることが挙げられる。「意見
募集稿」においては、上述の規定が踏襲されている。 
 
しかし、「主要課税行為の税率に準拠すること」をどう捉えるべきかについては、いくつかの疑問点があると考えられる。その一例として、納
税者が日常的に従事する業務の観点から主要課税行為を考察するか、対象の混合販売に限定して主要課税行為を考察するか、ま
た、どのような数量化基準を導入して「主要」の判断を行うかなどが挙げられる。また、増値税の税制上、納税者の行為が「混合販売」と
「複数の課税取引の兼営」のどちらに該当するかという難題は依然として存在するものと考えられる。 
 
5. 税収優遇 
 
教育サービスに対する免税措置の適用対象に関する記述の修正 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「次に挙げる項目は増値税を免除する。 
…… 
（十一）学校とその他の教育機関が提供する教育サービス、ワークスタディに参加する学生が提供するサービス 
……” 
 
現行規定において、教育サービスに対する増値税免税措置の適用対象は「学歴教育に従事する学校」に限定されている。「意見募集
稿」において、この制限は撤廃されており、「学校とその他の教育機関」が増値税免税措置の適用対象であることが明文化された。これに
より、教育サービスに対する免税措置の適用対象の制限は大幅に緩和されたものと考えられる。 
 
6. 課税期間 
 
課税期間の調整 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「増値税の課税期間は、10日、15日、1 ヵ月、四半期または半年とする。納税者の具体的な課税期間は、所轄税務当局が納税者
の納付税額の金額の大きさに基づき個別に決定する。課税期間を半年とする規定は、一般課税方式で納税する納税者には適用され
ない。自然人が固定の課税期間で納税することができない場合には、その都度納税することができる。」 

 



「暫定条例」と比べて、「意見募集稿」では「1日・3日・5日」の課税期間が削除され、「半年」の課税期間が追加されたが、「課税期間
を半年とする規定は、一般課税方式で納税する納税者には適用しない」と規定された。上述の調整により、納税者の申告納税頻度の
低下によるコンプライアンス負担の軽減が期待される。 
 
7. 徴収管理 
 
情報共有メカニズムの明確化 
 
 「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「税関は委託により増値税の代行徴収を行った後、関連の情報と輸出物品の通関情報を税務当局と共有すべきである。 
…… 
関連の政府機関は法律、行政法規と各自の職責に従い、税務当局の増値税管理活動に協力すべきである。税務当局は銀行、税
関、外貨管理局、市場監督管理機関と協力し、増値税情報共有メカニズムと業務連携体制を構築し、増値税の徴収管理を強化す
べきである。」 
 
上述の新条項は、税関総署・国家税務総局・国家外貨管理局から公布された「情報共有と連携監督管理を展開するための協力メカ
ニズムに関する枠組協定」と「情報共有と連携監督管理の推進に関する覚書」などの関連書類における規定が取り入れられたものであ
る。これにより、立体的な増値税徴収管理体制の構築への法的根拠が提供されると考えられる。 
 
増値税ダイレクト納付制度 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「納税者は規定に基づき、課税取引の発生時に、増値税税額を専用口座に即時納付すべきである。実施細則は国務院が定める。」 
 
「意見募集稿」では、海外の実務経験を参考にした上で、増値税ダイレクト納付制度の確立について言及されており、実施細則を定める
権限が国務院に付与された。この条項は、将来における財政・税務関係の政府機関のより先進的な徴収管理体制に基づく増値税管
理の強化（例：取引発生時に取引総額から増値税税額を区分し、専用口座に増値税を即時に納付するよう納税者に要求する）の
可能性を示唆しているものと考えられる。 
 
8. 経過措置 
 
「意見募集稿」では、以下の通り規定されている。 
 
「本法の公布前に発効した租税政策につき、確かに発効を継続する必要がある場合、国務院の規定により、本法の施行から最⻑ 5年
間発効を継続できる。」 
 
増値税法のスムーズな施行を確保するために、「意見募集稿」では、上述の条項が設けられ、最⻑ 5年間に及ぶ経過措置が提供され
た。留意点として、全ての租税政策が経過措置の適用対象となる訳ではなく、具体的な規定については、今後、規範性文書の公布が
待たれていることが挙げられる。 
 
  
デロイトの考察とアドバイス 
 
総じて、「意見募集稿」の公布は、増値税の立法手続により更なる成果が収められ、中国の租税法律主義に基づく法整備の推進にお
いて有意義なものであるといえる。「意見募集稿」の内容は、全体的に概要的な説明に留まっており、具体的な規定と実施細則について
は、今後の更なる明確化が待たれる。また、税率構造の更なる簡素化・増値税免税項目に係る仕入税額の控除可否・仕入税額の追
加控除などといった一部の注目すべき事項は、今回の「意見募集稿」では言及されていない。従って、納税者は引き続き法規と実務の動
向に留意の上、新増値税法によってもたらされる潜在的な影響を分析し、新増値税法の施行後におけるコンプライアンス確保のための作
業プランの早期の策定と、税務コストの最適化及び税務リスクのコントロールに努めることが推奨される。 
 
具体的な対応策について、私どものアドバイスは以下の通りである。 
 
影響の評価、及びサプライチェーンの最適化と内部フローの調整に関する検討 
 



増値税の立法化に伴う法規の改正について、企業の収入・利益・キャッシュフローなどの面で受ける影響について速やかに評価し、その上
で、サプライチェーンの最適化と内部フローの調整を積極的に検討することが推奨される。その一例として、飲⾷サービス・住⺠向け日常サー
ビス・娯楽サービスに従事する企業及びその川上企業・川下企業は、契約書における価格の見直しについてサプライヤー・顧客と協議を行
うこと、サービス貿易の輸入に従事する企業は、輸入申告に関する実務の変更に留意すること、教育関係に従事する企業は、免税規定
に関する具体的なガイドラインの動向に留意することが挙げられる。 
 
所轄税務当局の徴収管理動向への留意 
 
「意見募集稿」における多くの政策調整（例：納税者の定義・控除できない仕入税額など）は、徴収管理実務における納税義務の認
定及び増値税の納税申告に重要な影響を与えることが予想される。納税者は、所轄税務当局から公布される租税徴収管理ガイドライ
ンに留意し、立法化による徴収管理の変化に素早く適応する必要があると考えれらる。また、「意見募集稿」において定められた税関と
税務当局との間の情報共有体制について、輸出入業務に従事する企業は、自身のコンプライアンス状況に留意しなければならない。 
 
企業の税負担の変化及び内部統制の現状に対する評価 
 
「意見募集稿」の規定に基づき、政策の動向に対する理解と予測を踏まえた上で、増値税法の正式な公布後に、企業の税負担の変化
及び内部統制の現状の評価の実行を通じて、対応策の更なる調整を行うことが推奨される。その一例として、「意見募集稿」における飲
食サービス・大衆日常サービス・娯楽サービスの購入に係る「控除してはならない未控除仕入税額期末残高」について、追加された「直接
消費に用いられる」との制限条件に対して、企業側で発票の分類管理の強化により対応することが推奨される。 
 
税務管理の最適化に関する解決策の作成・実施に関する検討 
 
財政・税務関係の政府機関は、増値税法の正式公布後に、未決事項に対する補充規定を定めることが予想される。企業は関連政策
の動向に留意し、相応の調整を適時に行うとともに、法律法規と税務実務の明確化に伴い、自社の特徴を踏まえ、税務管理の最適化
に関する解決策の作成・実施（例：未控除仕入税額の還付政策を最大限に享受し、かつ税務ストラクチャリングを最適化するため、仕
入・生産計画などの事業アレンジに対して適切な調整を加えることなど）につき、検討することが推奨される。 
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